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議案第４３号

平成３０年度 安芸高田市水道事業会計予算

（総    則）

第１条  平成３０年度 安芸高田市水道事業会計の予算は､次に定めるところに

よる。

（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は､次のとおりとする。

（１） 給 水 戸 数 １０，５８９ 戸

（２） 一日平均給水量 ５，８５５ ｍ
3

（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める｡

収                      入

第１款 事  業  収  益 ９８２，１７１ 千円

第１項 営  業  収  益 ４３８，３６２ 千円

第２項 営 業 外 収 益 ５４３，８０８ 千円

第３項 特　別　利　益 １ 千円

支                      出

第１款 事   業   費 ９８２，１７１ 千円

第１項 営  業  費  用 ８８６，２７７ 千円

第２項 営 業 外 費 用 ７９，４４３ 千円

第３項 特　別　損　失 １１０ 千円

第４項 予   備   費 １６，３４１ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条  資本的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める｡

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２９３，１５３千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１８，３９３千円、過年度分損益

勘定留保資金６，１８４千円及び当年度分損益勘定留保資金２６８，５７６千

円で補填するものとする。）
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収                      入

第１款 資 本 的 収 入 ２２２，９０４ 千円

第１項 分    担    金 ７，６０３ 千円

第２項 工 事 負 担 金 ３，３００ 千円

第３項 補　　助　　金 ２０，００１ 千円

第４項 企    業    債 １９２，０００ 千円

支                      出

第１款 資 本 的 支 出 ５１６，０５７ 千円

第１項 建 設 改 良 費 ２５７，０６８ 千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ２５８，９８９ 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。

（１） 起債の目的：建設改良事業

（２） 限度額：１９２，０００千円

（３） 起債の方法：証書借入又は証券発行

（４） 利率：４．０パーセント以内

（５） 償還の方法：借入先の融資条件による。ただし、財政の都合により据置

期間を短縮しもしくは繰上償還又は、低利に借換することができる。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。

（１） 第３条予算内での各項間の流用

（２） 第４条予算内での各項間の流用
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費

の金額に流用し、または、これら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 ５５，８８２ 千円

（一般会計からの補助金）

第９条　水道事業の運営に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は３５３，０００千円である。

平成３０年　２月２２日提出

安芸高田市長   浜田　一義
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予 算 に 関 す る 説 明 書



平成３０年度　安芸高田市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.事業収益 982,171 　

1.営業収益 438,362 　

1.給水収益 435,075 　

2.受託工事収益 2,916 　

3.その他の営業収益 371 　

2.営業外収益 543,808 　

1.受取利息及び配当金 35 　

2.他会計補助金 353,000 　

3.長期前受金戻入 182,770

4.雑収益 8,003

3.特別利益 1

1.過年度損益修正益 1

支　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.事業費 982,171 　

1.営業費用 886,277

1.原水及び浄水費 180,175 　

2.配水及び給水費 73,380 　

3.受託工事費 2,916 　

4.総係費 117,309 　

5.減価償却費 510,297 　

6.資産減耗費 2,200

2.営業外費用 79,443 　

1.支払利息及び企業債取
扱諸費

79,442 　

2.消費税及び地方消費税 1

3.特別損失 110

1.過年度損益修正損 110

4.予備費 16,341

1.予備費 16,341
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.資本的収入 222,904 　

1.分担金 7,603 　

1.分担金 7,603 　

2.工事負担金 3,300

1．工事負担金 3,300

3.補助金 20,001

1.補助金 20,001

4.企業債 192,000

1.企業債 192,000

支　出

款 項 目 予定額（千円） 備　　　考

1.資本的支出 516,057 　

1.建設改良費 257,068

1.原水及び浄水設備新
設改良費

63,162 　

2.配水施設新設改良費 109,353

3.営業設備費 7,963

4.固定資産取得費 2,160

5.八千代簡易水道整備
事業

68,426

6.簡易水道施設移設事
業

4

7.八千代町余井加圧ポ
ンプ所整備 6,000

2.企業債償還金 258,989

1.企業債償還金 258,989
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（単位：千円）

1 営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 237

減価償却費 510,297

貸倒引当金の増減額（△は減少） 346

賞与引当金の増減額 1,689

長期前受金戻入額 △ 182,770

受取利息及び受取配当金 △ 35

支払利息 79,442

固定資産除却費 2,200

未収金の増減額（△は増加) 23,768

未払金の増減額（△は減少) △ 52,981

小    計 382,193

利息の収入額 35

利息の支払額 △ 79,442

営業活動によるキャッシュ・フロー 302,786

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産取得による支出 △ 238,676

加入者分担金 7,040

工事負担金 3,056

国庫補助金 18,519

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 210,061

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 192,000

企業債償還による支出 △ 258,989

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 66,989

資金増加額（又は減少額） 25,736

資金期首残高 288,033

資金期末残高 313,769

平成30年度　安芸高田市水道事業会計 予定キャッシュ・フロー計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）　　
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水道事業会計

1.一 般 職

(1)総括

報　酬 給　料 職員手当 計

人 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,218 611 582 42 3,107 130

1,578 670 650 42 3,107 130

△ 360 △ 59 △ 68 0 0 0

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

10,408 1,220 6,248 23,566

12,507 620 6,500 25,804

△ 2,099 600 △ 252 △ 2,238

給与費明細書

区  分

職
員
数

給　　　　　　与　　　　　　費
法定

福利費
合　　計

備　　　考

本年度 6 24,850 23,566 48,416 7,466 55,882

前年度 6 25,171 25,804 50,975 7,365 58,340

比　較 0 △ 321 △ 2,238 △ 2,559 101 △ 2,458

職
員
手
当
の
内
訳

区  分
扶養手当 通勤手当 住居手当 地域手当

単身赴任
手当

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当

本年度

前年度

比　較

区  分

夜間勤務
手当

管理職手当
管理職特別
勤務手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当組
合負担金

本年度

前年度

比　較

－７－
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水道事業特別会計 

（2）給 料 及 び職 員 手 当 の増 減 額 の明 細  

区  分  増 減 額 （千 円 ） 増 減 事 由 別 内 訳 （千 円 ） 説 明  備    考  

 

給  料  

 

 

 

△321 

給 与 改 定 に よ る

増 減 分  

 

27  平成 29 年人事院勧告に基づ

く給与条例の改正によるもの 

昇 給 に伴 う増 加

分  

66  5 名 分  

 

その他 の増 減 分  

 

 

△414   

 

職 員  

手 当  

 

 

△2,238 

制 度 改 正 に伴 う

増 減 分  

450  平成 29 年人事院勧告等に基

づく給与条例の改正によるも

の(勤勉手当の支給率の改定

等） 

その他 の増 減 分  △2,688   

 

（３）給 料 及 び職 員 手 当 の状 況  

ア 職 員 1 人 当 たり給 与  (単 位 :円 ) 

区           分  一  般  行  政  職  

平 成 30 年 4 月 1 日 現 在  

平 均 給 料 月 額  344,166 

平 均 給 与 月 額  423,885 

平  均  年  齢  43 歳 7 ヵ月  

平 成 29 年 4 月 1 日 現 在  

平 均 給 料 月 額  348,883 

平 均 給 与 月 額  433,492 

平  均  年  齢  44 歳 8 ヵ月  

 

イ 初 任 給  (単 位 :円 ) 

区 分  一 般 行 政 職  
国 の 制 度  

行 政 職 (一 ) 

高 校 卒  147,100 147,100 

大 学 卒  179,200 179,200 

 

 

水 道 事 業 特 別 会 計  



 

 - 9 -

ウ 級 別 職 員 数  

区   分  

一  般  行  政  職  

級  
職 員 数  

（人 ） 

構 成 比  

(％) 

平 成 30 年 4 月 1 日現在  

1 級    

2 級    

3 級  1 16.7 

4 級  3 50.0 

5 級  2 33.3 

6 級    

7 級    

計  6 100.0 

（級 別 の標 準 的 な職 務 内 容 ） 

区 分  1 級  2 級  3 級  4 級  5 級  6 級  7 級  

一 般  

行 政 職  

主 事  主 事  主 任  

主 任 主 事  

係 長  

主 査  

専 門 員  

課 長 補 佐  

係 長  

主 査  

課 長  

主 幹  

部 長  

 

エ 昇 給  

区       分  合   計  
代 表 的 な職 種  

一 般 行 政 職  

本
年
度 

職  員  数  （Ａ）     （人 ） 6 6 

昇 給 に係 る職 員 数  （Ｂ）  （人 ） 6 6 

号 給 数 別 内 訳  

2 号 給  （人 ）   

3 号 給  （人 ）   

4 号 給  （人 ） 6 6 

6 号 給  （人 ）   

8 号 給  （人 ）   

比  率    （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0 

前
年
度 

職  員  数  （Ａ）     （人 ） 6 6 

昇 給 に係 る職 員 数  （Ｂ）  （人 ） 6 6 

号 給 数 別 内 訳  

2 号 給  （人 ）   

3 号 給  （人 ）   

4 号 給  （人 ） 6 6 

6 号 給  （人 ）   

8 号 給  （人 ）   

比  率    （Ｂ）／（Ａ）  （％） 100.0 100.0 

水 道 事 業 特 別 会 計  
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オ 期 末 ・勤 勉 手 当  

区   分  
支 給 期 別 支 給 率  

支 給 率 計  
(月  分 ) 

職 制 上 の段 階 、職 務
の級 等 による加 算 措 置  

備 考  
6 月 (月 分 ) 12 月 (月 分 ) 

本 年 度  2.125 2.275 4.40 

3 級  5％ 

4・5 級  10％ 

6・7 級  15％ 

一般行政職

の例  

前 年 度  
2.075 

(2.075) 

2.225 

(2.325) 

4.30 

（4.40） 
同     上   

国 の制 度  2.125 2.275 4.40   

※（ ）内 は、平成 29 年人事院勧告に基づく給与条例の改正後の支給率である。 
 

カ 定 年 退 職 及 び勧 奨 退 職 に係 る退 職 手 当  

区    分  
20 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

25 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

35 年 勤 続
の者  

(月 分 ) 

最 高 限 度  
 

(月 分 ) 
その他 の加 算 措 置 等  

支 給 率 等  24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特
例 措 置  
（2%～20%加 算 ） 

国 の制 度  
（支 給 率 等 ） 

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特
例 措 置  
（2%～45%加 算 ） 

 
キ 地 域 手 当  

支 給 対 象 地 域 広 島 市  

支 給 率（％） 7.5％ 

支 給 対 象 職 員 数（人 ） － 

国 の指 定 基 準 に基 づく支 給 率 （％） 10％ 

 
ク 特 殊 勤 務 手 当  

区        分  全  職  種  
代  表  的  な 職  種  

一  般  行  政  職  

給 料 総 額 に対 する比 率  （％） 0.17 0.17 

支 給 対 象 職 員 の比 率  （％） 

(平 成 30 年 4 月 １日 現 在 ) 
100.0 100.0 

代 表 的 な特 殊 勤 務 手 当 の名 称  市 税 等 徴 収 事 務 職 員  

 
ケ その他 の手 当  

区          分  国 の制 度 との異 同  差  異  の 内  容  

扶    養    手    当  同  じ － 

住    居    手    当  同  じ － 

通    勤    手    当  同  じ － 

 

水 道 事 業 特 別 会 計  



　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の

　　　見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

期間 金額 期間 金額
国　県
支出金

地方債 その他

安芸高田市
水道業務

855,000 平成29年度 200,440
平成30年度
　　　～

平成32年度
654,560 654,560

安芸高田市
水道ビジョン
策定業務

35,000
平成28年度
　　　～

平成29年度
17,820 平成30年度 9,180 9,180

事　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
　義務発生予定額

左の財源内訳

特定財源

給水収益
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1 営業収益 千円 千円 千円

（1） 給水収益 402,847

（2） 受託工事収益 2,916

（3） その他の営業収益 371 406,134

2 営業費用

（1） 原水及び浄水費 166,844

（2） 配水及び給水費 67,937

（3） 受託工事費 2,700

（4） 総係費 112,090

（5） 減価償却費 510,297

（6） 資産減耗費 2,200 862,068

営業利益 △455,934

3 営業外収益

（1） 受取利息及び配当金 35

（2） 他会計補助金 353,000

（3） 長期前受金戻入 182,770

（4） 雑収益 21 535,826

4 営業外費用

（1） 支払利息及び企業債取扱諸費 79,442

（2） 雑支出 104 79,546 456,280

経常利益 346

5 特別利益

（1） 過年度損益修正益 1 1

6 特別損失

（1） 過年度損益修正損 110 110 △109

当年度純利益 237

前年度繰越利益剰余金 45,400

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 45,637

平成30年度 安芸高田市水道事業会計予定損益計算書

（平成30年4月1日～平成31年3月31日）
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資産の部

1 固定資産 千円 千円 千円千円 千円

（1）有形固定資産

ｲ 土地 204,189

ﾛ 建物 488,211

建物減価償却累計額 102,021 386,190

ﾊ 構築物 11,328,674

構築物減価償却累計額 2,206,086 9,122,588

ﾆ 機械及び装置 1,839,112

機械及び装置減価償却累計額 888,425 950,687

ﾎ 車両及び運搬具 984

車両及び運搬具減価償却累計額 886 98

ﾍ 工具・器具及び備品 50,932

工具・器具及び備品減価償却累計額 43,202 7,730

ﾄ 建設仮勘定 0

有形固定資産合計 10,671,482

（2）無形固定資産

ｲ 電話加入権 654

ﾛ 水利権 2,056

無形固定資産合計 2,710

固定資産合計 10,674,192

2 流動資産

（1）現金預金 313,769

（2）未収金 9,760

（3）貸倒引当金 △1,100

（4）前払金 0

（5）その他流動資産 0

流動資産合計 322,429

資産合計 10,996,621

平成30年度　安芸高田市水道事業会計予定貸借対照表

（平成31年3月31日）
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負債の部

3 固定負債 千円 千円 千円千円 千円

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 4,169,552

企業債合計 4,169,552

固定負債合計 4,169,552

4 流動負債

（1）企業債

（2）前受金ｲ 建設改良企業債 267,825

企業債合計 267,825

（2）未払金 1,781

（3）引当金 1,689

（4）その他流動負債 5,662

流動負債合計 276,957

5 繰延収益

（1）企業債長期前受金 4,888,340

（2）前受金収益化累計額 1,079,998

繰延収益合計 3,808,342

負債合計 8,254,851

資本の部

6 資本金

（1）自己資本金 2,326,132

資本金合計 2,326,132

7 剰余金

（1）資本剰余金

ｲ 一般会計補助金 155,561

ﾛ 国庫補助金 5,772

ﾊ 負担金 16,625

ﾆ 分担金 20,132

ﾎ その他資本剰余金 110

資本剰余金合計 198,200

（2）利益剰余金

ｲ 減債積立金 52,075

ﾛ 建設改良積立金 109,726

ﾊ 修繕積立金 10,000

ﾆ 当年度未処分利益剰余金 45,637

(うち当年度純利益 237 )

利益剰余金合計 217,438

剰余金合計 415,638

資本合計 2,741,770

負債資本合計 10,996,621
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１　重要な会計方針に係る事項

（１）地方公営企業会計改正後の基準を適用して、財務諸表等を作成している。

（２）引当金の計上基準

　　　職員の退職手当は退職組合納付金を充て，なお不足額が生じるときは一般会計でその

　　　金額を負担することとしているため，退職手当引当金は計上していない。　

　　　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末

　　　における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，実績率等による回収不能見込額を計上している。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　　該当なし。

　　注　　記　　表

 イ 退職給付引当金

 ロ 賞与引当金

 ハ 貸倒引当金
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平成３０年度　安芸高田市水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　入 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.事業収益 982,171 　

1.営業収益 438,362 　

1.給水収益 435,075 　

1.水道料金 416,394 　

2.量水器使用料 18,681 　

2.受託工事収益 2,916 　

1.受託工事収益 2,916 　

3.その他の営業収
益

371 　

1.手数料 370 　

2.雑収益 1

2.営業外収益 543,808 　

1.受取利息及び配
当金

35 　

1.預金利息 35 　

2.他会計補助金 353,000 　

1.他会計補助金 353,000 　

3.長期前受金戻入 182,770 　

1.長期前受金戻
入

182,770 　

4.雑収益 8,003

1.雑収益 22

2.消費税還付金 7,981

3.特別利益 1

1.過年度損益修正
益

1

1．過年度損益
修正益

1
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支　出 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備考

1.事業費 982,171 　

1.営業費用 886,277 　

1.原水及び浄水費 180,175 　

1.備消耗品費 62 　

2.光熱水費 3,494

3.動力費 45,931 　

4.修繕費 7,946

5.薬品費 1,653

6.委託料 111,601 　

7.賃借料 7,720

8.負担金 220

9.手数料 9

10.通信運搬費 1,505 　

11.補償費 2

12.報償費 32

2.配水及び給水費 73,380 　

1.備消耗品費 108 　

2.光熱水費 856 　

3.動力費 8,296 　

4.修繕費 6,112 　

5.材料費 594 　

6.路面復旧費 1,188

7.委託料 56,100 　

8.印刷製本費 108

9.賃借料 18 　

3.受託工事費 2,916 　

1.受託工事費 2,916 　

4.総係費 117,309 　

1.給料 20,170 　

2.手当 17,675 　

3.賞与引当金繰
入額

2,771
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(単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

4.法定福利費 6,113 　

5.旅費 559 　

6.備消耗品費 1,082 　

7.燃料費 79 　

8.印刷製本費 386 　

9.修繕費 195 　

10.通信運搬費 1,894

11.保険料 230

12.委託料 62,570

13.手数料 2,385

14.賃借料 241

15.負担金 600

16.公課費 13

17.貸倒引当金
繰入額

346

5.減価償却費 510,297

1.有形固定資産
減価償却費

509,947

2.無形固定資産
減価償却費

350 　

6.資産減耗費 2,200 　

1.固定資産除却
費

2,200 　

2.営業外費用 79,443 　

1.支払利息及び企
業債取扱諸費

79,442 　

1.企業債利息等 79,442 　

2.消費税及び地方
消費税

1 　

1.消費税及び地
方消費税

1 　

3.特別損失 110

1.過年度損益修正
損

110

1．過年度損益
修正損

110

4.予備費 16,341

1.予備費 16,341

1.予備費 16,341
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　入 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.資本的収
入

222,904 　

1.分担金 7,603 　

1.分担金 7,603 　

1.加入者分担金 7,603 　

2.工事負担
金

3,300

1.工事負担金 3,300

1.工事負担金 3,300

3.補助金 20,001

1.補助金 20,001

1.国庫補助金 20,000

2.県補助金 1

4.企業債 192,000

1.企業債 192,000

1.企業債 192,000
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支　出 (単位　千円)

款 項 目 節 金　額 備　　　考

1.資本的支
出

516,057 　

1.建設改良
費

257,068 　

1.原水及び浄水設
備新設改良費

63,162 　

1.委託料 5,002

2.工事請負費 58,160

2.配水施設新設改
良費

109,353

1.給料 4,680

2.手当 2,511

3.賞与引当金繰
入額

609

4.法定福利費 1,353

5.委託料 10,500

6.工事請負費 89,700

3.営業設備費 7,963

1.量水器購入費 7,963

4.固定資産取得費 2,160

1.固定資産取得
費

2,160

5.八千代簡易水道
整備事業

68,426

1.旅費 22

2.備消耗品費 163

3.印刷製本費 180

4.委託料 19,700

5.賃借料 411

6.工事請負費 47,950

6.簡易水道施設移
設事業

4

1.委託料 2

2.工事請負費 2

7.八千代町余井加
圧ポンプ所整備

6,000

1.委託料 6,000

2.企業債償
還金

258,989

1.企業債償還金 258,989

1.企業債償還金 258,989
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